
（別紙） 富山市上下水道事業経営審議会答申書

附属資料

２０２５（令和７）年５月１４日

富山市上下水道事業経営審議会
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・給水人口（水道を使用している人数） ４００，７１５人

・人口普及率 ９９．０％

中核市とは…

人口20万人以上で保健衛生などの事務を委譲された都市。令和6年度現在、富山市を含む62市が指定されている。

区分 富山市※令和５年度末 中核市平均※令和４年度末

面積 1,241.70㎢ （1位） 403.49㎢
水道管の延長 3,207.19㎞ （５位） 1,912.73㎞

浄水場数 １６か所 （９位） 9か所

他の同規模団体と比較して、管路延長が長く、施設数が多い

2水道事業と資産規模 2

水道事業

※中山間地の旧簡易水道等の浄水施設を含めた場合は「４５か所」
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給水人口 H21

MAX 417,122人 給水収益 H22
MAX 6,219百万円

営業費用 H23
min 5,445百万円

営業費用 R5
MAX 6,136百万円

+12.7%

給水収益 R5
min 5,577百万円

▲10.3%

給水人口 R5
min 400,715人

▲3.9%

（人） （百万円）

18給水収益・営業費用と給水人口の推移 3

給水人口の減少に伴い、給水収益も減少している
一方で、営業費用は増加傾向となっている



施設の⽼朽化・耐震化の状況

・水需要の増大に伴い1983(S58)年以前に整備した基幹施設や配水幹線が法定耐用年数（40年）を超えている
・大規模地震等への対応のため、耐震化を加速する必要がある
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管路経年化率と管路更新率

管路経年化率︓法定耐用年数（40年）を超えた管路の割合
管路更新率︓管路延⻑に対する各年度に更新した延⻑の割合

・管路の⽼朽化が進む⼀⽅で、更新があまり進んでいない。
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・処理区域内人口（下水道を使用している人数） ３７８，３７９人

・人口普及率 ９３．５％

区分 富山市※令和５年度末 中核市平均※令和４年度末

面積 1,241.70㎢ （1位） 403.49㎢
下水道管の延長 2,673.41㎞ （2位） 1,470.16㎞

処理施設数 ８か所 （4位） 3か所

他の同規模団体と比較して、管路延長が長く、施設数が多い

6下水道事業と資産規模 6

下水道事業
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▲3.4%

水洗化人口R2
MAX 370,478人

水洗化人口R5
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▲1.0%

23下水道収益・営業費用と給水人口の推移 7

水洗化人口は、処理区域・接続⼾数とともに増加してきたが、R2をピークに減少傾向
水洗化人口は増加してきたが、下水道収益は大きく増加していない
下水道収益は、H29をピークに減少傾向
営業費用は増加傾向（H26の大幅増は会計基準の変更によるもの）
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布設年度別下水道管路延長（2023〈R5)年度末） ※雨水管除く

合流管渠

汚水管渠（分流式）

累計延長

単年度延長(km) 累計延長(km)

施設の⽼朽化・耐震化の状況

・都市化の進展や市域の拡大にあわせて1985〜2007年頃(S60年〜H10年代)に集中的に整備した施設や管
渠等が、今後一⻫に更新時期を迎える（法定耐用年数50年）
・経過年数や緊急度等に応じて計画的かつ効率的に管渠の改築・更新を進めるほか、処理場について
も各種設備類を予防保全的に改築・更新を推進する必要がある
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1993年以前
(30年経過)

1983年以前
(40年経過)

1973年以前
(50年経過)



管渠⽼朽化率と管渠改善率

管渠⽼朽化率︓法定耐用年数（50年）を超えた管渠の割合
管渠更新率︓管渠延⻑に対する各年度に更新・改良等の改善対策を⾏った延⻑の割合

・管渠の⽼朽化が進む⼀⽅で、更新があまり進んでいない。
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①上下水道システムの急所施設に係る取組 概算事業費約57億円
【水道事業】 概算事業費約28億円
・従来から取り組んでいる配水幹線の耐震化の推進に加え、令和9年度
以降に予定していた導水管及び送水管の更新と耐震化の前倒し

【下水道事業】 概算事業費約29億円
・下水処理場等の耐震化及び老朽化対策に合わせた耐水化の前倒し

今後５年間の上下水道施設の耐震化の基本的な考え⽅① 10

年次 導水管
（総延⻑31km）

送水管
（総延⻑82km）

配水管
(R5:総延⻑3,093km)

(R11:総延⻑3,143km)

(配水管のうち
口径350㎜以上の基幹管路)

配水幹線
（総延⻑102km）

R5年度末 18.7%（ 5.8km） 26.9%（22.1km） 44.9%（1,389.8km） 73.2%（74.7km）
R11年度末 36.8%（11.4km） 33.4%（27.4km） 46.9%（1,475.2km） 83.3%（85.0km）

取組目標



②避難所等の重要施設に接続する水道・下水道管路等に係る取組
概算事業費約７億円

【下水道事業】（前倒し分）
・緊急輸送道路に係るマンホールの耐震化の前倒し
・避難所などの重要施設から下水処理場までの管路の耐震化の前倒し

【水道事業】（通常分）
・避難所（給水拠点）に接続する配水管の耐震化

＊第2次中⻑期ビジョンの計画を継続して事業の進捗を図る。

今後５年間の上下水道施設の耐震化の基本的な考え⽅② 11

取組目標
R５年度末 ９４か所
R11年度末 １０２か所



事業計画（案） 水道事業・主な投資計画 12

項目 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

配水幹線
の耐震化

全水道管路
の耐震化

避難所
(給水拠点)
の整備

浄水場等
の整備

第２次中⻑期ビジョン(後期計画) 建設改良費約２３７億円 (5年)

配水幹線（口径350ｍｍ以上）の更新と耐震化

中⻑期ビジョン(後期計画)で実施していた計画に加え、災害時の対応として、避難所などの
重要施設等に接続する水道管（導水管・送水管）の更新と耐震化を前倒しする。

【拡充】避難所などの重要施設等に接続する
水道管（導水管・送水管）の耐震化の前倒し 約２８億円

全水道管の更新と耐震化

事業の継続・推進

避難所への配水管の耐震化 事業の継続・推進

浄水場等の再構築と耐震化・耐水化 事業の継続・推進



事業計画（案） 水道事業・導水管・送水管の耐震化 13

・地域ごとの基幹的な浄水場や配水池
・基幹的配水管である配水幹線
・配水幹線と避難所や救急告示医療機関を接続する配水支管

の更新及び耐震化を優先的に実施

耐震化未実施の基幹施設や導水管・送水管の被災により
断水が長期化

浄水場の被災状況（七尾市） 送水管の被災状況（七尾市）

第２次中長期ビジョン

令和６年能登半島地震

浄水場 配水池

導水管 送水管
配水幹線

配水支管

水道施設の概要図

救急告示医療機関

避難所（小学校など）

水源
（河川・井戸など）

導水管・送水管の更新及び耐震化の推進 約２８億円



事業計画（案） 下水道事業・主な投資計画 14
第２次中⻑期ビジョン(後期計画) 建設改良費約２９７億円 (５年)

中⻑期ビジョンで位置づけていた対策に加え、災害時においても最小限の機能を確保するため、処
理場等は、老朽化対策と耐震化に加え、耐水化を推進、下水道管では、耐震化を推進する。

項目 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
老朽下水道
管の更新

雨水幹線
の整備

処理場の
耐震化等

下水道管の
耐震管

下水道管の更新と耐震化

大雨に対して安全である都市浸水対策区域の整備

処理場等の老朽化対策と耐震化 【拡充】処理場等の老朽化対策と耐震化に加え、
耐水化の推進 約２９億円

緊急輸送道路下の管路及びマンホールの耐震化の更なる推進
【拡充】 計約７億円

重要施設から処理場までの管路の耐震化
緊急輸送道路下の下水道管の
管路及びマンホールの耐震化

事業の継続・推進

事業の継続・推進



事業計画（案） 下水道事業・処理場等の耐水化 15

豪⾬により浸⽔した下⽔処理場

耐⽔化対策例（耐⽔扉の設置）

処理場等の耐水化の推進

浜⿊崎浄化センターの浸⽔想定

常願寺川 1/1000年 浸⽔位+5.10ｍ
常願寺川 1/80年 浸⽔位+4.35m

• 近年気候変動の影響により、河川氾濫が発⽣し、処理場などに甚⼤な被害が発⽣
• 令和２年度、国⼟交通省は、下⽔道事業者に処理場の耐⽔化（浸⽔対策）を要請
• 中⾼頻度の確⽴（1/30年〜1/80年）で発⽣する河川氾濫を想定して耐⽔化を実施
• 富⼭市では、４処理場、６ポンプ場で耐⽔化対策が必要であり、これらの⼯事を
加速化する。

約２９億円



事業計画（案）下水道事業・緊急輸送道路下の管路及びマンホールの耐震化 16

①緊急輸送道路下の管路及びマンホールの耐震化の推進

下⽔道管の耐震化対策能登半島地震の被害状況

• 平成25年度に「富⼭市下⽔道総合地震対策計画」を策定
• 災害時の救助・救急、物資輸送のための通⾏確保が被害の最⼩化を図るうえで最も重要であることから「緊急輸送道
路」における管路およびマンホールの耐震化を令和４年度までに第１次緊急輸送道路の耐震化が完了、現在、第２次緊
急輸送道路の耐震化を推進

• 令和６年能登半島地震が発⽣するなど、近年の⼤規模地震発⽣の切迫性の⾼まりを受け、さらなる耐震化の推進、加速
が必要であり、年間の対策数を増加させ、さらなる推進を図る。

（ずれ止め） （ずれ止め）

①+②約７億円



事業計画（案）下水道事業・重要施設から処理場までの管路の耐震化 17

②重要施設から処理場までの管路の耐震化

• これまで災害時の救助・救急、物資輸送のた
めの通⾏確保が重要であることから、「緊急
輸送道路」における下⽔道管の耐震化を優先
的に推進してきた。

• 令和６年能登半島地震が発⽣するなど、近年
の⼤規模地震発⽣の切迫性の⾼まりを受け、
災害時の災害拠点病院や避難所などの重要施
設の公衆衛⽣の確保も重要であると再認識

• 「緊急輸送道路下の下⽔道管の耐震化」と並
⾏して、災害拠点病院である県⽴中央病院や
富⼭市⺠病院等の「重要施設から処理場まで
の管路の耐震化」も実施する。

災害拠点病院

重要施設から処理場までの管路

緊急輸送道路下の管路



1818給水人口と給水収益の推移（⾒込） 18

給水人口の減少に伴い、給水収益も減少していく見込み
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収益的収支 (単位：百万円)

科目・年度 R1実績 R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画 R10計画 R11計画

収　入　① 7,199 7,232 7,115 7,052 6,918 6,903 6,881 6,859 6,835 6,810 6,787

うち給水収益 5,716 5,777 5,711 5,659 5,577 5,550 5,519 5,489 5,458 5,428 5,398

支　出　② 6,638 6,614 6,604 6,468 6,719 6,626 6,670 7,251 7,257 7,115 7,231

当年度純利益(損失)　① - ② 561 617 511 584 199 277 211 ▲393 ▲422 ▲306 ▲443

資本的収支

科目・年度 R1実績 R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画 R10計画 R11計画

収　入　③ 1,745 2,263 2,254 3,438 2,665 4,034 3,726 3,507 3,499 4,518 4,408

支　出　④ 5,982 6,170 6,008 7,147 6,145 7,695 7,223 7,006 6,985 8,005 7,890

うち建設改良費 3,710 3,816 3,599 4,669 3,659 5,278 4,856 4,654 4,703 5,821 5,727

うち企業債償還金 2,272 2,354 2,409 2,478 2,486 2,417 2,367 2,352 2,282 2,184 2,162

資本的収支不足額　③ - ④ ▲4,237 ▲3,907 ▲3,754 ▲3,709 ▲3,480 ▲3,661 ▲3,497 ▲3,500 ▲3,487 ▲3,487 ▲3,482

内部留保資金 1,652 1,619 1,556 1,684 1,708 1,681 1,735 1,224 685 379 ▲11

企業債残高 38,687 38,050 37,469 37,604 37,207 38,052 38,534 38,604 38,985 40,485 41,899

水道事業の財政収⽀⾒通し 19

純損益 令和８年度に純損失が発生し、以降、毎年度赤字が継続して発生する見込み

内部留保資金 令和９年度には１０億円を下回り、令和１１年度に資金ショートする見込み

上下水道耐震化計画（R7−R11）に基づき事業を前倒した場合

（税抜）

（税込）



2023水洗化人口と下水道収益の推移（⾒込） 20

水洗化人口は、処理区域・接続⼾数とともに増加してきたが、R2をピークに減少傾向となり、
下水道収益も減少していく見込み
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収益的収支 (単位：百万円)

科目・年度 R1実績 R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画 R10計画 R11計画

収　入　① 16,382 16,196 15,982 15,868 15,171 15,084 14,621 14,534 14,190 13,998 13,919

うち下水道収益 7,518 7,536 7,467 7,406 7,352 7,332 7,308 7,284 7,259 7,234 7,209

支　出　② 14,166 14,104 13,867 13,930 13,660 13,639 13,719 13,771 13,835 13,808 13,939

当年度純利益(損失)　① - ② 2,216 2,093 2,115 1,938 1,511 1,444 902 763 355 190 ▲20

資本的収支

科目・年度 R1実績 R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画 R10計画 R11計画

収　入　③ 7,443 8,284 7,133 6,068 6,661 8,938 6,908 7,134 7,596 11,335 8,454

支　出　④ 15,332 15,010 14,843 13,187 14,031 16,463 13,546 13,559 13,213 16,870 13,666

うち建設改良費 5,214 4,961 4,661 3,830 4,972 8,436 5,979 5,857 6,694 10,076 7,887

うち企業債償還金 10,114 10,046 10,172 9,355 9,055 8,024 7,563 7,699 6,516 6,790 5,776

資本的収支不足額　③ - ④ ▲7,889 ▲6,726 ▲7,710 ▲7,120 ▲7,371 ▲7,525 ▲6,637 ▲6,425 ▲5,618 ▲5,534 ▲5,212

内部留保資金 1,328 2,430 2,546 3,058 2,908 2,477 2,445 2,469 2,932 3,457 4,016

企業債残高 108,358 102,734 96,032 89,240 83,268 79,648 74,924 70,094 67,089 65,137 63,400

下水道事業の財政収⽀⾒通し 21

純損益 令和7年度には10億円を下回り、令和１１年度に純損失が発生する見込み

内部留保資金 当面の間、20億円以上は確保できる見込み

上下水道耐震化計画（R7−R11）に基づき事業を前倒した場合

（税抜）

（税込）



水道料⾦の改定について 〜 改定率を算定するにあたっての２つの要素〜 22

Ⓐ 料⾦算定期間（今回はR8〜R11年度までの4年間）における営業収⽀の資⾦不⾜
相当分の確保

Ⓑ 将来の投資（施設更新等）の原資として内部留保すべき額の確保（資産維持費）

Ⓐ＋Ⓑ の合計 ➡ 料⾦改定によって確保が必要な料⾦収⼊

総括原価
営業費用

Ⓑ内部留保不⾜分
Ⓐ営業収⽀不⾜

相当分

料⾦収⼊

資本費用

【営業支出】 【営業収入】

改定により
確保が必要な

料⾦収⼊

イメージ



23
料⾦算定期間（R8〜R11年度）における営業収支の資⾦不⾜分の算定

⽔道事業　財政収⽀⾒通し（耐震化計画前倒し）
営業の収⽀（収益的収⽀） （単位︓百万円）

R7年度
計画

R8年度
計画

R9年度
計画

R10年度
計画

R11年度
計画

R8-R11年度
合計 営業（収益的）収⼊ （単位︓百万円）

収⼊　① 6,881 6,859 6,835 6,810 6,787 27,291 項　　目 費　　用 内　　容

料⾦収入 5,519 5,489 5,458 5,428 5,398 21,772 料⾦収⼊ 21,772

その他収入 1,362 1,370 1,377 1,382 1,390 5,518 営業（収益的）⽀出
⽀出　② 6,670 7,251 7,257 7,115 7,231 28,855 営業の⽀出　　　　㋐ 28,855

人件費 589 589 589 589 589 2,356 人件費 2,356 職員の人件費

支払利息 552 566 574 590 628 2,358 支払利息 2,358 企業債の支払利息

減価償却費 3,902 4,102 4,092 4,146 4,226 16,565  ※ 減価償却費 16,565 施設・⽔道管の取得額を各年に必要経費として配分する費用

維持管理費 1,627 1,995 2,002 1,791 1,788 7,576 維持管理費 7,576 施設・⽔道管の維持管理費用

委託料 655 692 763 777 792 3,024 委託料 3,024 施設・⽔道管の点検業務等の外部発注経費

修繕費 293 613 540 304 275 1,731 修繕費 1,731 施設・⽔道管の補修費用

動⼒費 222 225 229 233 236 923 動⼒費 923 浄⽔場やポンプ場を稼働させる電気代等

受⽔費 50 50 50 50 50 201 受⽔費 201 他団体から原⽔を取り込む費用

薬品費 46 46 47 48 49 190 薬品費 190 ⽔をきれいにするために購入する薬品代

支障移転工事その他費用 391 396 403 409 415 1,623 支障移転工事その他費用 1,623 他工事関連に伴う支障移転経費など

当年度純利益（損失）　① - ② 211 ▲393 ▲422 ▲306 ▲443 ▲1,564 営業の⽀出のうち、料⾦以外を財源とする⽀出として差し引く⾦額

投資の収⽀（資本的収⽀） 控除項目　　　　　　㋑ 2,158

収⼊ 3,726 3,507 3,499 4,518 4,408 15,931 ⼀般会計繰出⾦ 88 ⼀般会計からの繰り出し基準によるもの（人件費、支払利息）

企業債 2,849 2,423 2,663 3,684 3,576 12,346 ⽔道加入⾦ 542 対象者︓⽔道の新規加入者、⼝径を増径する⽅（全体）

その他収入 877 1,084 836 834 831 3,585 固定資産売却益 21 量⽔器の売却益など（全体）

⽀出 7,223 7,006 6,985 8,005 7,890 29,886 支障移転工事その他費用 1,507 他工事関連に伴う支障移転経費など（支障移転工事等）

建設改良費 4,856 4,654 4,703 5,821 5,727 20,906  ※

企業債償還⾦等 2,367 2,352 2,282 2,184 2,162 8,980 営業費用差引　㋐ - ㋑ 26,697 営業費用において料⾦で確保すべき額
投資の収⽀不⾜額　③ - ④ = ⑤ ▲3,497 ▲3,500 ▲3,487 ▲3,487 ▲3,482 ▲13,955

投資への補充（補てん財源）
投資への補充 可能額　⑥ 5,232 4,723 4,171 3,866 3,471 「営業費用差引」　　　 「料⾦収⼊」　　　　 　「Ⓐ資⾦不⾜分」

資⾦残⾼　　　　　⑤ ＋ ⑥ 1,735 1,224 685 379 ▲11 26,697百万円　ー　21,772百万円　＝   4,924百万円

企業債残⾼ 38,534 38,604 38,985 40,485 41,899
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（余白）



水道料⾦の改定について 〜 改定率３パターンの⽐較 〜 25

ﾊﾟﾀｰﾝ Ⓐ 営業収⽀不⾜分 Ⓑ 内部留保不⾜分（資産維持費） 改定率
（Ⓐ+Ⓑ）

１

改定率で
▲約49.2億円➡ 22.6％

に相当

改定率で
▲約95.4億円➡ 43.8％

に相当
66.4％

２
改定率で

▲約38.1億円➡ 17.5％
に相当

40.1％

３
改定率で

▲約9.7億円➡ 4.4％
に相当

27.0％



水道料⾦の改定について 〜 内部留保不⾜分Ⓑ-1の積算の根拠 〜 26

〇「水道料⾦算定要領において標準とされる「資産維持率3％」で試算したケース

対象資産 約794.8億円 × 資産維持率 3％ × 料⾦算定期間 4年（R8〜R11）
※R5年度 償却未済⾼

➡ 4年間の不⾜額 「▲約95.4億円」

※⽇本水道協会では、平成20年3⽉に水道料⾦制度特別調査委員会（委員⻑︓⽯井晴夫 東洋大学教授
(当時)）において、水道料⾦制度の検討と料⾦算定要領の改正の最終報告を取りまとめ、資産維持率
3％を標準とした資産維持費の算定⽅法の⾒直しなど、水道料⾦算定要領を改訂。



水道料⾦の改定について 〜 内部留保不⾜分Ⓑ-2の積算の根拠 〜 27

１９年総額（ H17〜R5年度）【概算額】

〇「平成17年の市町村合併以降、令和5年度までの19年間の投資実績に基づき算出した
資産維持率」で試算したケース

（１）「建設改良に係る現⾦⽀出」と「減価償却費」を⽐較すると19年間で「▲約174.2億円」
➡ 資産維持率は「1.2%」に相当

不⾜額 約174.2億円 ÷ 19年 ÷ 対象資産 約794.8億円 ➡ 1.2％
※R5年度 償却未済⾼

（２）対象資産 約794.8億円 × 資産維持率 1.2％ × 料⾦算定期間 4年（R8〜R11）
➡ 4年間の不⾜額 「▲約38.1億円」

建設改良に係る現⾦⽀出
約810.0億円
㋑＋㋺-㋩

減価償却費
約635.8億円 ▲約174.2億円

建設改良費 （⽀出） ㋑ 80,064百万円 施設や⽔道管への投資に充てる費⽤

企業債償還⾦（⽀出） ㋺ 42,151百万円 企業債の元⾦の償還⾦

企業債 （収入） ㋩ 41,213百万円 借入による財源補填

【内訳】



水道料⾦の改定について 〜 内部留保不⾜分Ⓑ-3の積算の根拠 〜 28

４年総額（ R8〜R11年度）【概算額】

〇「上下水道耐震化計画におけるR8からR11の投資⾒込に基づき算出した資産維持率」で
試算したケース

「建設改良に係る現⾦⽀出」と「減価償却費」を⽐較すると
➡ ４年間の不⾜額 「▲約9.7億円」

資産維持率は「0.3%」に相当
不⾜額 約9.7億円 ÷ 4年 ÷ 対象資産 約794.8億円 ➡ 0.3％

※R5年度 償却未済⾼

建設改良に係る現⾦⽀出
約175.4億円
㋑＋㋺-㋩

減価償却費
約165.7億円 ▲約9.7億円

建設改良費 （⽀出） ㋑ 20,906百万円 施設や⽔道管への投資に充てる費⽤

企業債償還⾦（⽀出） ㋺ 8,980百万円 企業債の元⾦の償還⾦

企業債 （収入） ㋩ 12,346百万円 借入による財源補填

【内訳】



県内市との水道料⾦の⽐較 29
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「家庭の水道料⾦」の改定イメージ 30

モデルケース 現⾏ 改定率 改定後 増額 備考

高齢者単身世帯
（中⼭間地域）
⽉6㎥利⽤

836円
66.4％ 1,387円 ＋551円 喫茶店 コーヒー 1杯（500円程度）

40.1％ 1,171円 ＋335円 ３COINS 1個（330円程度）

27.0％ 1,061円 ＋225円 ⽜乳 1000ml （200円程度）

高齢者単身世帯
（中心市街地）
⽉8㎥利⽤

968円
66.4％ 1,606円 ＋638円 ショートケーキ 1個（600円程度）

40.1％ 1,356円 ＋388円 ｺﾝﾋﾞﾆ ミニ弁当1個（400円程度）

27.0％ 1,229円 ＋261円 ｺﾝﾋﾞﾆ サンドイッチ 1個 (250円程度)

子育て世帯
（⼤人2人、子供2人）

⽉23㎥利⽤

2,739円
66.4％ 4,557円 ＋1,818円 映画鑑賞 ⼤人 1回 (1,800円程度）

40.1％ 3,837円 ＋1,098円 1,000円カット 1回（1,000円程度）

27.0％ 3,478円 ＋739円 スーパー銭湯入浴料 1回 (700円程度)

【例】各モデルケース（口径20mm）において現⾏の料⾦体系で１か⽉使用した場合の料⾦(税込)
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（余白）



下水道使用料の改定について 〜 改定率を算定するにあたっての２つの要素〜 33

Ⓐ 使用料算定期間（今回はR8〜R11年度までの4年間）における営業収⽀の資⾦不⾜
相当分の確保

Ⓑ 将来の投資（施設更新等）の原資として内部留保すべき額の確保（資産維持費）

Ⓐ＋Ⓑ の合計 ➡ 改定によって確保が必要な使用料収⼊

使用料対象経費
営業費用

Ⓑ内部留保不⾜分
Ⓐ営業収⽀不⾜

相当分

使用料収⼊

資本費用

【営業支出】 【営業収入】

改定により
確保が必要な
使用料収⼊

イメージ



34使用料算定期間（R8〜R11年度）における営業収支の資⾦不⾜分の算定

下⽔道事業　財政収⽀⾒通し（耐震化計画前倒し）
営業の収⽀（収益的収⽀） （単位︓百万円）

R7年度
計画

R8年度
計画

R9年度
計画

R10年度
計画

R11年度
計画

R8-R11年度
合計 営業（収益的）収⼊ （単位︓百万円）

収⼊　① 14,621 14,534 14,190 13,998 13,919 56,641 項　　目 費　　用 内　　容

使用料収入 7,308 7,284 7,259 7,234 7,209 28,986 使用料収⼊ 28,986

その他収入 7,313 7,250 6,931 6,764 6,709 27,654 営業（収益的）⽀出
⽀出　② 13,719 13,771 13,835 13,808 13,939 55,354 営業の⽀出　　　　㋐ 55,354

人件費 444 444 444 444 444 1,775 人件費 1,775 職員の人件費

支払利息 1,109 1,034 982 950 962 3,928 支払利息 3,928 企業債の支払利息

減価償却費 8,750 8,739 8,729 8,688 8,758 34,915  ※ 減価償却費 34,915 施設・管渠の取得額を各年に必要経費として配分する費用

維持管理費 3,416 3,554 3,681 3,727 3,775 14,736 維持管理費 14,736 施設・管渠の維持管理費用

委託料 1,391 1,486 1,563 1,601 1,641 6,291 委託料 6,291 施設・管渠の点検業務等の外部発注経費

修繕費 492 566 610 621 591 2,389 修繕費 2,389 施設・管渠の補修費用

動⼒費 176 179 181 184 187 732 動⼒費 732 処理場やポンプ場を稼働させる電気代等

薬品費 11 11 12 12 12 47 薬品費 47 ⽔をきれいにするために購入する薬品代

支障移転工事その他費用 1,346 1,312 1,315 1,308 1,343 5,279 支障移転工事その他費用 5,279 他工事関連に伴う支障移転経費など

当年度純利益（損失）　① - ② 902 763 355 190 ▲20 1,287 営業の⽀出のうち、使用料以外を財源とする⽀出として差し引く⾦額

投資の収⽀（資本的収⽀） 控除項目　　　　　　㋑ 26,155

収⼊ 6,908 7,134 7,596 11,335 8,454 34,519 ⼀般会計繰出⾦ 12,555 ⾬⽔に係る費用（⼀般会計からの繰り出し基準）

企業債 2,905 3,333 3,532 5,560 4,074 16,499 国庫補助等に係る⻑期戻入額 11,869 国庫補助⾦等にかかる⻑期前受⾦の戻入額(⾬⽔率8.2％控除後)

その他収入 4,003 3,801 4,064 5,775 4,380 18,020 支障移転工事その他費用 1,731 他工事関連に伴う支障移転経費など（支障移転工事等）

⽀出 13,546 13,559 13,213 16,870 13,666 57,308

建設改良費 5,979 5,857 6,694 10,076 7,887 30,514  ※ 営業費用差引　㋐ - ㋑ 29,199 営業費用において使用料で確保すべき額
企業債償還⾦等 7,566 7,702 6,519 6,793 5,779 26,794

投資の収⽀不⾜額　③ - ④ = ⑤ ▲6,637 ▲6,425 ▲5,618 ▲5,534 ▲5,212 ▲22,789 「営業費用差引」　　　 「使用料収⼊」　　　　「Ⓐ資⾦不⾜分」

投資への補充（補てん財源） 29,199百万円　ー　28,986百万円　＝   213百万円

投資への補充 可能額　⑥ 9,082 8,893 8,550 8,991 9,228

資⾦残⾼　　　　　⑤ ＋ ⑥ 2,445 2,469 2,932 3,457 4,016

企業債残⾼ 74,924 70,094 67,089 65,137 63,400
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（余白）



下水道使用料の改定について 〜 改定率３パターンの⽐較 〜 36

ﾊﾟﾀｰﾝ Ⓐ 営業収⽀不⾜分 Ⓑ 内部留保不⾜分（資産維持費） 改定率
（Ⓐ+Ⓑ）

１

改定率で
▲約2.1億円➡ 0.7％

に相当

改定率で
▲約242.7億円➡ 83.8％

に相当
84.5％

２
改定率で

▲約135.1億円➡ 46.7％
に相当

47.4％

３
改定率で

▲約54.0億円➡ 18.7％
に相当

19.4％



下水道使用料の改定について 〜 内部留保不⾜分Ⓑ-1の積算の根拠 〜 37

〇 水道料⾦算定要領において標準とされる「資産維持率3％」で試算したケース

対象資産 約2,022.9億円 × 資産維持率 3％ × 使⽤料算定期間 4年（R8〜R11）
※R5年度 償却未済⾼

➡ 4年間の不⾜額 「▲約242.7億円」

・下水道の資産維持費については、具体的な積算⽅法や推奨される算⼊率が⽰されていないことから
水道に準じた資産維持率により試算

・対象資産は、⾬水分と想定する⾦額（8.2％︓⾬⽔率）を控除した償却未済高「約2,022.9億円」



下水道使用料の改定について 〜 内部留保不⾜分Ⓑ-2の積算の根拠 〜 38

１９年総額（ H17〜R5年度）【概算額】

〇「平成17年の市町村合併以降、令和5年度までの19年間の投資実績に基づき算出した
資産維持率」で試算したケース

（１）「建設改良に係る現⾦⽀出」と「減価償却費」を⽐較すると19年間で「▲約642.6億円」
➡ 資産維持率は「1.67%」に相当

不⾜額 約642.6億円 ÷ 19年 ÷ 対象資産 約2,022.9億円 ➡ 1.67％
※R5年度 償却未済⾼

（２）対象資産 約2,022.9億円 × 資産維持率 1.67％ × 使⽤料算定期間 4年（R8〜R11）
➡ 4年間の不⾜額 「▲約135.1億円」

建設改良に係る現⾦⽀出
約2,056.0億円
㋑＋㋺-㋩

減価償却費
約1,356.0億円 ▲約700.0億円

建設改良費 （⽀出） ㋑ 115,637百万円 施設や管渠への投資に充てる費⽤

企業債償還⾦（⽀出） ㋺ 187,667百万円 企業債の元⾦の償還⾦

企業債 （収入） ㋩ 97,701百万円 借入による財源補填

【内訳】
➡ [⾬水分除く] 
▲700.0億円 ×
（100％－8.2％※⾬⽔率）
＝ ▲642.6億円



下水道使用料の改定について 〜内部留保不⾜分Ⓑ-3の積算の根拠 〜 39

４年総額（ R8〜R11年度）【概算額】

〇「上下水道耐震化計画におけるR8からR11の投資⾒込に基づき算出した資産維持率」で
試算したケース

「建設改良に係る現⾦⽀出」と「減価償却費」を⽐較すると
➡ ４年間の不⾜額 「▲約54.0億円」

資産維持率は「0.67%」に相当
不⾜額 約54.0億円 ÷ 4年 ÷ 対象資産 約2,022.9億円 ➡ 0.67％

※R5年度 償却未済⾼

建設改良に係る現⾦⽀出
約408.0億円
㋑＋㋺-㋩

減価償却費
約349.2億円 ▲約58.8億円

建設改良費 （⽀出） ㋑ 30,514百万円 施設や管渠への投資に充てる費⽤

企業債償還⾦（⽀出） ㋺ 26,781百万円 企業債の元⾦の償還⾦

企業債 （収入） ㋩ 16,499百万円 借入による財源補填

【内訳】 ➡ [⾬水分除く] 
▲58.8億円 ×
（100％－8.2％※⾬⽔率）
＝ ▲54.0億円



県内市下水道使用料比較 （一般家庭用：１月20㎥排水）

県内市との下水道使用料の⽐較 40
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県内市上下水道料⾦⽐較 （⼀般家庭用︓水道口径20mm、上下水道１⽉20㎥使用）

県内市との「上下水道料⾦」の⽐較 41

‥パターン①

‥パターン②

‥パターン③

※富山市の水道料⾦は27.0％で改定した場合

県内市平均 6，617円



「家庭の下水道使用料」の改定イメージ 42

モデルケース 現⾏ 改定率 改定後 増額 備考

高齢者単身世帯
（中⼭間地域）
⽉6㎥排⽔

1,056円
84.5％ 1,948円 ＋892円 チャーシューメン １杯 (900円程度）

47.4％ 1,556円 ＋500円 喫茶店 コーヒー 1杯（500円程度）

19.4％ 1,260円 ＋204円 ⽜乳 1000ml （200円程度）

高齢者単身世帯
（中心市街地）
⽉8㎥排⽔

1,188円
84.5％ 2,191円 ＋1,003円 1,000円カット 1回（1,000円程度）

47.4％ 1,751円 ＋563円 たばこ ﾏｲﾙﾄﾞｾﾌﾞﾝ 1箱(20本)(600円程度)

19.4％ 1,418円 ＋230円 ｺﾝﾋﾞﾆ サンドイッチ 1個 (250円程度)

子育て世帯
（⼤人2人、子供2人）

⽉23㎥排⽔
3,641円

84.5％ 6,717円 ＋3,076円 ｶﾞｿﾘﾝ レギュラー 18L (3,000円程度)

47.4％ 5,366円 ＋1,725円 映画鑑賞 ⼤人 1回 (1,800円程度）

19.4％ 4,347円 ＋706円 スーパー銭湯入浴料 1回 (700円程度)

【例】各モデルケースにおいて現⾏の使用料体系で１か⽉排水した場合の使用料(税込)
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水道料⾦ 〜 他団体との料⾦体系の⽐較 〜 45

事業規模や料⾦体系（基本水量なし）の類似する近隣中核市等平均（R5年度決算の例）
と⽐較すると「基本料⾦」の割合が約１3.2％低くなっている。

(R5年度決算の例) 約55.8億円 富山市 近隣中核市等平均

基本料⾦
29.4％

従量料⾦
70.6％

基本料⾦ 9.0億円
16.2％

従量料⾦ 46.8億円
83.8％

約13.2％差



上段︓改定後の額 [円(税込)]
下段︓改定前との差額

25㎜ 1,311
30㎜ +651

40㎜ 53

50㎜ 4,369 ▲13 +22 +24 +25 +30 +32 +33 +34.5

75㎜ +2,169

100㎜

⼝径 基本料⾦

従量料⾦単価（１㎥につき）

1001㎥〜501㎥〜
1000㎥

101㎥〜
500㎥

51㎥〜
100㎥

31㎥〜
50㎥

21㎥〜
30㎥

11㎥〜
20㎥〜10㎥

137 164 176 189 201 214

271

20㎜ +429 +16 +21

200㎜

+22 +24 +25 +27 +27.5
22013㎜ 869

150㎜ 10,923

176 189 201 239 252 264

+5,423

46水道料金表の改定（案）
（基本的な考え方）

① 料金収入に占める基本料金と従量料金の割合を現行の [ 16.2 : 83.8 ] から近隣の中核市等並みの [ 27.1 : 72.9 ] へ変更
（人口減少による有収水量の減少の影響を緩和）

② 従量料金について、月10㎥以下の少量使用世帯(高齢者単身世帯など)の1㎥当たりの単価を13円引き下げ、子育て世帯(夫婦、子2人)
の単価の引き上げ幅を抑制

③ 従量料金の使用水量に応じた逓増度について現行の水準を維持



上段：1か月料金 [円(税込)]

下段：増減額

10㎥ 20㎥ 30㎥ 50㎥ 100㎥ 500㎥ 1000㎥

13㎜ 1,397 2,769 4,409 7,929 17,379 97,779 204,779

20㎜
+297 +459 +669 +1,109 +2,309 +12,309 +25,809

25㎜
1,841 3,601 5,491 9,511 21,461 122,261 254,261

30㎜ +521 +741 +981 +1,481 +2,981 +15,781 +32,281

40㎜

50㎜
4,899 6,659 8,549 12,569 24,519 125,319 257,319

75㎜ +2,039 +2,259 +2,499 +2,999 +4,499 +17,299 +33,799

100㎜

150㎜ 11,453 13,213 15,103 19,123 31,073 131,873 263,873

200㎜
+5,293 +5,513 +5,753 +6,253 +7,753 +20,553 +37,053

使用水量
例

口径□□

水道料金(基本料金＋従量料金)

47水道料金（モデル事例）



48

（余白）



下水道使用料 〜 他団体との使用料体系の⽐較 〜 49

事業規模や使用料体系（基本水量なし）の類似する近隣中核市等平均（R5年度決算の例）
と⽐較すると「基本料⾦」の割合が約１5.9％低くなっている。

(R5年度決算の例) 約73.5億円 富山市

基本料⾦
32.1％

従量料⾦
67.9％

近隣中核市等平均
基本料⾦ 11.9億円
16.2％

従量料⾦ 61.6億円
83.8％

約15.9％差



上段︓改定後の額 [円(税込)]
下段︓改定前との差額

1,224 35 188 202 261 356 380 404 409

+564 ▲31 +12 +15 +19 +26 +28 +30 +29.5

〜10㎥ 11㎥〜
20㎥

21㎥〜
30㎥

31㎥〜
50㎥

51㎥〜
100㎥

基本料⾦

従量料⾦単価（1㎥につき）

101㎥〜
500㎥

501㎥〜
1000㎥ 1001㎥〜

50
下水道料金表の改定（案）

（基本的な考え方）
① 使用料収入に占める基本料金と従量料金の割合を現行の [ 16.2 : 83.8 ] から近隣の中核市等並みの [ 27.1 : 72.9 ] へ変更

（人口減少による有収水量の減少の影響を緩和）

② 従量料金について、月10㎥以下の少量排水世帯(高齢者単身世帯など)の1㎥当たりの単価を31円引き下げ、子育て世帯(夫婦、子2人)の
単価の引き上げ幅を抑制

③ 従量料金の排水量に応じた逓増度について現行の水準を維持



51
下水道料金（モデル事例）

上段：1か月使用料 [円(税込)]

下段：増減額

10㎥ 20㎥ 30㎥ 50㎥ 100㎥ 500㎥ 1000㎥

1,574 3,454 5,474 10,694 28,494 180,494 382,494

+254 +374 +524 +904 +2,204 +13,404 +28,404

下水道使用料（基本料金＋従量料金）



52  水道加⼊⾦の改定（案）

 水道加入金は、新旧水道利用者間の負担の公平を図る目的で、新たに上水道を利用する方
または給水管の口径を増径される方を対象に、昭和52年から運用を開始している。その後、
二度にわたり水道加入金の見直しを行っているが、全国的にも非常に安価となっている。
（表 .１参照）
 このため、今回の水道料金改定にあわせて水道加入金の額を見直し、水道財政基盤の強化
を図る。

１ 加入金の変遷 （税抜）
口径 13㎜ 20㎜ 25㎜ ※30㎜ 40㎜ 50㎜ 75㎜ 100㎜ 150㎜ 200㎜

昭和52年 20,000 30,000 92,000 − 283,000 487,000 1,320,000 2,700,000 7,500,000 管理者が
別に定める

昭和56年 30,000 45,000 120,000 − 400,000 600,000 1,400,000 2,970,000 8,250,000 変更なし

平成20年 45,000 75,000 190,000 350,000 630,000 1,080,000 2,800,000 5,500,000 15,400,000 変更なし

２ 対象者
 改定日以降における次の者が対象となり、既存の給水世帯には改定の影響は及ばない。
（１）新規に給水を申し込む者
（２）口径を変更（大きく）する者

３ 改定における根拠
 平成２０年度から令和5年度までの物価上昇率（国土交通省デフレーターを採用）

４ 改定（案） （税抜）

口径 13㎜ 20㎜ 25㎜ 30㎜ 40㎜ 50㎜ 75㎜ 100㎜ 150㎜ 200㎜

現行 45,000 75,000 190,000 350,000 630,000 1,080,000 2,800,000 5,500,000 15,400,000 管理者が
別に定める

引上げ額 13,000 21,000 54,000 99,000 178,000 305,000 790,000 1,551,000 4,343,000 -

改定（案） 58,000 96,000 244,000 449,000 808,000 1,385,000 3,590,000 7,051,000 19,743,000 変更なし

中核市平均 74,900 136,000 255,300 434,300 815,900 1,377,000 3,591,700 7,198,100 20,356,600 48,850,900

県内平均 81,000 111,300 196,000 300,700 481,400 814,000 1,696,400 3,034,000 11,278,900 -

５ 収益への影響
  増収額（例：令和5年度決算）約１億５千５百万円 → 約１億９千３百万円
      １年間で 約３，８００万円増（税抜）

引上げ率 1.285 -

表.1 中核市水道加入金一覧

（※）管理者(⼜は管理者権限を持つ市町村⻑)が別に定める

13mm 20mm 25mm 30mm 40mm 50mm 75mm 100mm 150mm 200mm
1 ⻘森市 45.0 120.0 210.0 - 630.0 970.0 2,350.0 4,000.0 20,000.0 40,000.0
2 ⼋⼾市 45.0 120.0 210.0 450.0 630.0 970.0 2,350.0 4,000.0 ※ ※
3 盛岡市 43.0 118.0 200.0 306.0 609.0 1,047.0 2,821.0 5,786.0 15,970.0 ※
4 秋田市 70.0 160.0 230.0 - 670.0 1,120.0 2,880.0 5,700.0 ※ ※
5 山形市 101.0 101.0 173.0 266.0 535.0 905.0 2,463.0 4,898.0 13,216.0 ※
6 福島市 60.0 150.0 240.0 350.0 720.0 1,260.0 3,100.0 5,200.0 11,000.0 -
7 郡山市 95.0 257.0 401.0 - 1,284.0 1,968.0 4,908.0 8,340.0 18,216.0 ※
8 いわき市 75.0 150.0 278.0 525.0 825.0 1,500.0 4,050.0 8,024.5 22,275.0 29,400.0
9 水⼾市 38.0 104.0 170.0 - 500.0 780.0 1,900.0 3,200.0 - -
10 宇都宮市 50.0 113.0 250.0 390.0 760.0 1,370.0 3,700.0 7,700.0 20,000.0 ※
11 前橋市 36.0 100.0 162.0 247.0 500.0 760.0 1,903.0 3,280.0 ※ -
12 高崎市 40.0 80.0 160.0 280.0 600.0 900.0 2,300.0 4,000.0 ※ ※
13 川越市 102.0 224.0 428.0 694.0 1,522.0 2,258.0 5,650.0 9,636.0 21,112.0 ※
14 川口市 80.0 160.0 290.0 460.0 980.0 1,740.0 3,910.0 8,280.0 23,680.0 ※
15 越谷市 220.0 220.0 430.0 - 1,440.0 2,450.0 6,300.0 12,000.0 ※ ※
16 船橋市 100.0 270.0 460.0 - 1,400.0 2,500.0 6,700.0 14,000.0 38,000.0 78,000.0
17 柏市 82.0 193.0 362.0 - 1,120.0 1,700.0 4,200.0 9,000.0 20,000.0 41,000.0
19 横須賀市 - 150.0 430.0 - 1,310.0 2,000.0 4,840.0 8,300.0 ※ ※
20 富山市(現行) 45.0 75.0 190.0 350.0 630.0 1,080.0 2,800.0 5,500.0 15,400.0 ※
21 金沢市 45.0 105.0 210.0 330.0 645.0 1,110.0 3,015.0 6,165.0 17,025.0 ※
22 福井市 40.0 96.0 176.0 - 539.0 798.0 1,995.0 ※ ※ ※
23 甲府市 80.0 160.0 400.0 - 800.0 1,200.0 3,200.0 6,000.0 12,000.0 27,000.0
24 甲府市 60.0 120.0 400.0 - 800.0 1,200.0 3,200.0 6,000.0 12,000.0 27,000.0
25 ⻑野市 42.0 80.0 194.0 301.0 603.0 1,035.0 2,799.0 5,715.0 ※ ※
26 松本市 28.5 76.2 152.4 266.6 514.3 761.9 1,904.7 3,809.5 - -
27 豊橋市 70.0 190.0 320.0 500.0 1,000.0 1,700.0 4,600.0 9,500.0 26,000.0 54,000.0
28 岡崎市 80.0 120.0 356.0 - 1,230.0 1,935.0 4,800.0 8,520.0 19,872.0 -
29 一宮市 75.0 160.0 260.0 420.0 800.0 1,320.0 3,650.0 7,310.0 ※ ※
30 豊田市 - 104.0 186.0 302.0 639.0 1,149.0 3,325.0 7,081.0 20,643.0 -
31 大津市 80.0 110.0 170.0 - 490.0 760.0 2,000.0 4,000.0 11,000.0 ※
32 豊中市 122.0 122.0 244.0 1,100.0 2,350.0 4,220.0 12,240.0 26,110.0 75,970.0 161,710.0
33 吹田市 160.0 160.0 320.0 560.0 970.0 1,710.0 4,330.0 8,540.0 ※ ※
34 高槻市 65.0 130.0 260.0 455.0 910.0 1,560.0 4,290.0 8,840.0 24,505.0 50,700.0
35 枚方市 145.6 145.6 242.8 - 776.6 1,262.2 3,398.0 6,796.2 18,446.6 ※
36 ⼋尾市 130.0 130.0 300.0 - 930.0 1,600.0 4,300.0 8,800.0 24,400.0 ※
37 寝屋川市 180.9 180.9 304.7 - 952.4 1,619.1 4,380.9 9,047.3 24,761.9 ※
38 東大阪市 130.0 130.0 250.0 - 760.0 1,290.0 3,460.0 7,010.0 19,140.0 ※
39 姫路市 51.4 137.1 238.0 361.9 742.8 1,238.0 3,428.5 6,952.3 19,047.6 40,000.0
40 尼崎市 124.0 124.0 311.0 - 968.0 1,666.0 4,497.0 9,163.0 25,313.0 ※
41 明石市 75.0 150.0 240.0 - 780.0 1,350.0 3,650.0 7,470.0 20,650.0 -
42 奈良市 99.0 190.0 320.0 - 1,015.0 1,865.0 4,785.0 9,900.0 26,400.0 ※
43 和歌山市 70.0 130.0 330.0 - 1,020.0 1,750.0 4,760.0 9,730.0 26,880.0 55,610.0
44 鳥取市 39.0 109.0 184.0 - 570.0 981.0 2,659.0 5,424.0 ※ ※
45 松江市 80.0 130.0 230.0 - 710.0 1,230.0 3,340.0 6,820.0 ※ ※
46 倉敷市 65.0 130.0 263.0 - 784.0 1,260.0 3,150.0 5,400.0 12,150.0 22,500.0
47 呉市 50.0 120.0 180.0 - 600.0 1,080.0 3,000.0 6,000.0 16,200.0 ※
48 福山市 50.0 100.0 200.0 - 700.0 1,400.0 3,950.0 8,300.0 23,700.0 ※
49 下関市 50.0 80.0 180.0 - 620.0 1,100.0 1,660.0 3,540.0 ※ -
50 高松市 60.0 180.0 300.0 - 780.0 1,620.0 4,440.0 9,060.0 25,020.0 ※
51 高知市 54.0 141.0 306.0 468.0 954.0 1,584.0 4,248.0 8,784.0 ※ ※
52 久留米市 40.0 60.0 67.8 - 240.0 562.8 1,128.0 4,134.0 12,000.0 ※
53 ⻑崎市 60.0 133.0 250.0 - 760.0 1,160.0 2,800.0 4,850.0 10,500.0 ※
54 佐世保市 30.0 70.0 110.0 - 330.0 520.0 1,300.0 2,400.0 6,000.0 ※
55 大分市 78.0 140.0 244.0 - 790.0 1,372.0 3,813.0 7,826.0 21,560.0 ※
56 宮崎市 60.0 150.0 270.0 - 810.0 1,260.0 3,060.0 5,190.0 11,400.0 -
57 鹿児島市 70.0 160.0 250.0 390.0 760.0 1,400.0 3,600.0 7,100.0 - -
58 那覇市 21.0 56.0 96.0 - 327.0 679.0 1,633.0 4,250.0 8,142.0 8,142.0

74.9 136.0 255.3 434.3 815.9 1,377.0 3,591.7 7,198.1 20,356.6 48,850.9

11/56 4/58 15/58 8/23 16/58 15/58 16/58 18/57 12/40 -富山市（安価）順位

口径別加入金 （単位：千円）

中核市平均（税抜）
※富山市除く

都市名
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